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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第103期中 第104期中 第105期中 第103期 第104期

会計期間

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　６月30日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　６月30日

自　平成20年
　　１月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　12月31日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　12月31日

売上高
(百万

円)
8,768 8,296 8,097 17,597 17,947

経常利益又は
経常損失(△)

(百万

円)
315 △338 △396 160 1

中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(百万

円)
232 △317 △344 122 △5

純資産額
(百万

円)
7,203 6,683 6,097 7,069 6,621

総資産額
(百万

円)
14,747 15,344 14,083 16,932 16,447

１株当たり純資産額 (円) 863.69 617.10 562.21 652.49 605.70

１株当たり中間(当期)
純利益又は１株当たり
中間(当期)純損失(△)

(円) 28.42 △29.81 △32.37 11.52 △0.53

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

(円) 28.39 ― ― 11.51 ―

自己資本比率 (％) 48.0 42.8 42.5 41.0 39.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万

円)
590 1,639 1,155 432 △299

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万

円)
△230 △448 △314 △628 △385

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万

円)
△731 △975 △1,274 47 357
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現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万

円)
809 1,264 281 1,040 716

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
889
[89]

911
[93]

917
[105]

905
[99]

920
[101]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の金額については、第104期中及び第105期中並びに第104

期は１株当たり中間(当期)純損失であるため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第103期中 第104期中 第105期中 第103期 第104期

会計期間

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　６月30日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　６月30日

自　平成20年
　　１月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　12月31日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　12月31日

売上高
(百万

円)
6,490 6,211 5,794 12,828 13,310

経常利益又は
経常損失(△)

(百万

円)
326 △228 △289 242 127

中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(百万

円)
228 △187 △260 148 △248

資本金
(百万

円)
2,323 2,323 2,323 2,323 2,323

発行済株式総数 (千株) 9,195 11,953 11,953 11,953 11,953

純資産額
(百万

円)
7,819 7,429 6,581 7,691 6,949

総資産額
(百万

円)
13,843 14,279 12,951 15,578 15,120

１株当たり配当額 (円) 5.00 ― ― 10.00 10.00

自己資本比率 (％) 56.5 52.0 50.8 49.4 46.0

従業員数
[外、平均臨時雇用者
数]

(人)
461
[35]

464
[38]

511
[43]

457
[36]

471
[39]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益又は１株当たり中間（当期）純損失」及び

「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているた

め記載を省略しております。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容

について、重要な変更はありません。

また、関係会社における異動は「３ 関係会社の状況」に記載しております。

 

３ 【関係会社の状況】

正興ITソリューション㈱（当社の連結子会社）は、平成20年１月１日付で、当社の連結子会社で

あった㈱エス・キュー・マーケティングを吸収合併いたしました。また、当社は大連正興電気制御有

限公司（当社の連結子会社）の議決権の所有割合を平成20年６月18日付で60％から70％に変更いた

しました。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年６月30日現
在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

電力システム 224　[ ９]

社会システム 280　[ 28]

情報システム 84　[ －]

情報・制御コンポーネント 174　[ 56]

その他 37　[ ４]

全社(共通) 118　[ ８]

合計 917　[105]

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の当中間連結会計期間における平均雇用人員であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現
在

従業員数(人) 511　[43]

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用人員であります。

 

(3) 労働組合の状況

労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、原油価格や原材料の高騰、住宅・建設投資の落ち込

み、さらには昨年来の米国経済の減速懸念の高まりが、国内経済にも急激に影響を及ぼしており、今年

の初めから景気の先行き不透明感が更に強くなってまいりました。

このような状況の下、電機業界におきましても、熾烈な価格競争と更なるコスト低減を強いられて

おり、当社グループを取り巻く経営環境は厳しい状況にあります。

このような経営環境の中で、当社グループは、今年度を中期経営計画「NEW SEIKO IC 2008」の最終

年度として、３つの重点課題（①基盤事業の強化 ②高収益体質の確立 ③活力ある企業力の形成）に

取り組んでまいりました。その結果、当中間期における連結受注高は、電力システムが堅調に推移し　

9,494百万円（前年同期比　10.0％増）となりました。連結売上高は社会システムのエネルギーソ

リューション関連が減少し8,097百万円（前年同期比　2.4％減）となりました。

また利益につきましては、原材料の高騰や社会システムにおいて官公庁向け大口監視制御システム

の工事コストが増加したこと等により、営業損失は403百万円（前年同期　営業損失359百万円）、経常

損失は396百万円（同　経常損失338百万円）、中間純損失は344百万円（同　中間純損失317百万円）と

なりました。

事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。

 

（電力システム事業）

リプレース・メンテナンス市場に向けた営業活動の強化を図ってまいりました結果、受注高は大型

自動監視制御システムの増加により3,547百万円（前年同期比　47.2％増）となりました。売上高につ

きましては開閉装置等の増加により2,293百万円（同　18.7％増）となりました。

 

（社会システム事業）

首都圏を中心とした営業展開に努めてまいりましたが、一般産業向けのエネルギーソリューション

関連が減少し、受注高は3,421百万円（前年同期比　5.6％減）、売上高は3,448百万円（同　8.3％減）

となりました。

 

（情報システム事業）

基幹事業であるＡＳＰサービスやＩＤＣサービス（インターネット・データセンター）を中心と

したサービス事業の営業展開に努めてまいりました。その結果、受注高は受託開発案件の増加により

757百万円（前年同期比　9.9％増）となりましたが、売上高におきましてはサービス事業関連が伸び

ずに605百万円（同　0.3％減）となりました。
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（情報・制御コンポーネント事業）

メカトロ・制御機器事業においては、制御機器関連製品は堅調に推移いたしましたが、オプトロニ

クス事業・パワーエレクトロニクス事業が前期を下回り、受注高は1,068百万円（前年同期比　20.6％

減）、売上高は1,090百万円（同　17.5％減）となりました。

 

（その他事業）

商事・サービス部門において、「環境・省エネ」を基軸とした製品やアウトソーシングサービス等

の拡大取り組みを行ってまいりました結果、受注高は700百万円（前年同期比　24.8％増）、売上高は

659百万円（同　2.1％減）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は、売上債権の減少により営業活動による

キャッシュ・フローは増加したものの、短期借入金の返済等により財務活動によるキャッシュ・フ

ローが減少し、当中間連結会計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年

度末に比べ435百万円減少の281百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果増加した資金は、1,155百万円（前中間連結会計期間は1,639百万円の増加）となり

ました。これは、主に税金等調整前中間純損失を406百万円計上したことや仕入債務の減少556百万円

等によるキャッシュ・フローの減少があったものの、売上債権の減少2,406百万円によるキャッシュ

・フローの増加があったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果減少した資金は、314百万円（前中間連結会計期間は448百万円の減少）となりまし

た。これは、主に投資有価証券の取得に367百万円支出したこと等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果減少した資金は、1,274百万円（前中間連結会計期間は975百万円の減少）となりま

した。これは、主に資金効率向上のため、短期借入金を1,164百万円返済したことによるものでありま

す。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。
 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

電力システム 2,250 28.2

社会システム 3,677 △7.8

情報システム 598 0.5

情報・制御コンポーネント 1,147 △13.3

その他 655 △3.0

合計 8,329 △0.1

(注) １　金額は、販売価格によっており、セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
 

(2) 受注実績

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。
 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％)受注残高(百万円)前年同期比(％)

電力システム 3,547 47.2 2,959 110.8

社会システム 3,421 △5.6 5,997 46.5

情報システム 757 9.9 449 100.3

情報・制御コンポーネント 1,068 △20.6 231 △49.3

その他 700 24.8 325 6.3

合計 9,494 10.0 9,963 53.7

(注) １　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
 

(3) 販売実績

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。
 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

電力システム 2,293 18.7

社会システム 3,448 △8.3

情報システム 605 △0.3

情報・制御コンポーネント 1,090 △17.5

その他 659 △2.1

合計 8,097 △2.4
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(注) １　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

九州電力㈱ 1,484 17.9 1,678 20.7

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３ 【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

 

４ 【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

５ 【研究開発活動】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、長年培ってきた制御技術をベースに、新しい情報技術を

融合させ、急速に変化するマーケットニーズに応じた独創的な新製品・新システムの早期開発に努

めております。

　また、お客様や大学等との共同研究など社外と連携した研究開発を積極的に推進し新分野製品の開

発を推進しております。

　当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、83百万円であります。

 

(1) 電力システム事業

　電力システム事業関連では、お客様に喜ばれる新製品とサービスの提供を方針に、独自技術・新技

術の確立、現場ニーズを主体にした省力化、さらに既存製品の改善・改良として新製品の開発及び改

良を行ってまいります。

　主な取組みテーマは、独自技術・新技術として「ＩＣタグによる機材管理共同研究」、省力化とし

て「新型情報中継処理装置の開発」、既存製品の改善・改良として「改良型開閉器塔の開発」、「新

型入退所管理子局の開発」等であります。

　当事業に係る研究開発費は、24百万円であります。

 

(2) 社会システム事業

社会システム事業関連では、首都圏市場の拡大と自社ブランド品の開発をキーワードとして、新規

開発及び改良を実施しております。

水処理オペレーションサポート分野では、「大規模Ｗｅｂ監視（ウェブ技術を利用した監視シス

テム）」の自社プロコン適用による機能強化を行い、来年度の首都圏大規模監視制御システムへの

適用を推進しております。

エネルギーソリューション分野では「Ｗｅｂ監視装置」のエネルギー監視機能を強化し、「環境

・省エネモデル事業所の構築」の開発テーマにも適用しております。
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水質保全ソリューション分野では、「マイクロバブルによる排水処理性能改良装置開発」の研究

を行い、検証装置を開発するとともに「水質監視装置（生物センサー）コンパクト型の改良」及び

「周辺機器」の改良を行い適用分野の拡大を実施しております。

当事業に係る研究開発費は、22百万円であります。

 

(3) 情報・制御コンポーネント事業

情報・制御コンポーネント事業では新規事業の研究開発として、オプトロニクス（光応用）分野

とパワーエレクトロニクス分野の技術開発・製品開発を行っております。

オプトロニクス分野では、「（高分子／液晶）複合膜を使ったシャッターフイルム」及び「固体

色素可変波長レーザー」を開発し市場投入しており、更なる拡販のために顧客ニーズに応じた製品

開発を継続しております。

パワーエレクトロニクス分野では、パワーエレクトロニクス技術及び二次電池応用技術を組み合

わせた「家庭用蓄電システム」(エネ・パック)及び「産業用蓄電システム」(エネ・パック　メガ)、

更にソーラーを組み合わせた「ハイブリッド蓄電システム」(エネ・パック　プラス)を開発し販売

を開始しております。

また、新たに二次電池のリチウムイオン蓄電池を使用した応用製品として「EV車用急速充電装

置」、「航空障害灯用独立電源（太陽光発電及び風力発電を蓄電）供給システム」、さらに「ネット

ワーク対応型家庭用蓄電池」の開発を推進し、社会的問題になっているCo2削減に寄与する製品を計

画中です。

機器及びメカトロニクス分野では、盤用機器とプリント基板製造に係る装置を中心に、顧客ニーズ

に応じた次世代の製品開発を行っております。

主な取組みテーマは、「マルチリレー」、「新型カムスイッチ」、「次世代プリント基板研磨装

置」等であります。

当事業に係る研究開発費は、36百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年９月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,953,69511,953,695福岡証券取引所 ―

計 11,953,69511,953,695 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年6月30日 ― 11,953 ― 2,323 ― 1,603
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(5) 【大株主の状況】

平成20年６月30日現
在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

九州電力株式会社 福岡市中央区渡辺通２丁目１番82号 1,736 14.52

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 1,630 13.63

西日本鉄道株式会社 福岡市中央区天神１丁目11番17号 1,133 9.47

株式会社九電工 福岡市南区那の川１丁目23番35号 619 5.18

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(中央三井アセッ
ト信託銀行再信託分・西部瓦斯
株式会社退職給付信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 552 4.62

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神２丁目13番１号 517 4.33

土屋次子 福岡市中央区 466 3.90

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３丁目１番１号 459 3.84

土屋直知 福岡市中央区 267 2.23

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 165 1.38

計 ― 7,548 63.14

(注)　上記のほか当社保有の自己株式1,314,356株(10.99％)があります。

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年６月30日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,314,300

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式10,624,200106,242 ―

単元未満株式 普通株式    15,195― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 11,953,695― ―

総株主の議決権 ― 106,242 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,400株(議決権54個)含ま

れております。
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② 【自己株式等】

平成20年６月30日現
在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社正興電機製作所

福岡市博多区東光２丁目
７番25号

1,314,300― 1,314,30010.99

計 ― 1,314,300― 1,314,30010.99

 

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

 

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 328 329 359 580 548 498

最低(円) 260 281 317 361 425 450

(注)　最高・最低株価は、福岡証券取引所におけるものであります。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はあり

ません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)は、改正前の中間連結

財務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)は、改

正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)は、改正前の中間財務諸表

等規則に基づき、当中間会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)は、改正後の中間

財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、前中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)及び前中間会計期間

(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中

間連結会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)及び当中間会計期間(平成20年１月１

日から平成20年６月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連

結財務諸表並びに中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

 

  
前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)           

Ⅰ　流動資産           

　１　現金及び預金   1,362   384   814  

　２　受取手形及び売掛金 ※３  4,657   4,846   7,262  

　３　有価証券   239   220   177  

　４　棚卸資産   2,010   2,041   1,776  

　５　その他   327   298   436  

　　　貸倒引当金   △36   △27   △39  

　　　流動資産合計   8,56055.8  7,76355.1  10,42863.4

Ⅱ　固定資産           

　１　有形固定資産 ※1,2          

　　(1) 建物及び構築物  2,219   2,346   2,368   

　　(2) その他  1,577 3,79724.7 1,220 3,56625.3 1,298 3,66722.3

　２　無形固定資産   185 1.2  136 1.0  148 0.9

　３　投資その他の資産           

　　(1) 投資有価証券  1,982   1,463   1,109   

　　(2) 繰延税金資産  676   1,015   946   

　　(3) その他  234   137   153   

　　　　貸倒引当金  △91 2,80118.3 ─ 2,61618.6 △5 2,20413.4

　　　固定資産合計   6,78444.2  6,31944.9  6,01936.6

　　　資産合計   15,344100.0  14,083100.0  16,447100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)           

Ⅰ　流動負債           

　１　支払手形及び買掛金 ※２  4,146   3,853   4,412  

　２　短期借入金 ※２  1,152   1,321   2,486  

　３　その他   1,520   974   997  

　　　流動負債合計   6,81944.4  6,14843.7  7,89648.0

Ⅱ　固定負債           

　１　退職給付引当金   1,431   1,516   1,464  

　２　その他   409   320   465  

　　　固定負債合計   1,84012.0  1,83713.0  1,93011.7

　　　負債合計   8,66056.4  7,98656.7  9,82659.7

           

(純資産の部)           

Ⅰ　株主資本           

　１　資本金   2,32315.1  2,32316.5  2,32314.1

　２　資本剰余金   1,61810.6  1,61811.5  1,6189.8

　３　利益剰余金   2,62617.1  2,48717.6  2,93817.9

　４　自己株式   △564△3.7  △567△4.0  △564△3.4

　　　株主資本合計   6,00339.1  5,86041.6  6,31538.4

Ⅱ　評価・換算差額等           

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

  527 3.4  99 0.7  102 0.6

　２　為替換算調整勘定   40 0.3  20 0.2  31 0.2

　　　評価・換算差額等
　　　合計

  567 3.7  120 0.9  133 0.8

Ⅲ　少数株主持分   113 0.8  115 0.8  172 1.1

　　　純資産合計   6,68343.6  6,09743.3  6,62140.3

　　　負債純資産合計   15,344100.0  14,083100.0  16,447100.0
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② 【中間連結損益計算書】

 

  
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   8,296100.0  8,097100.0  17,947100.0

Ⅱ　売上原価   7,13486.0  7,04687.0  14,87182.9

　　　売上総利益   1,16214.0  1,05013.0  3,07517.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費           

　１　給与及び手当  579   574   1,146   

　２　賞与  115   106   231   

　３　退職給付費用  35   41   89   

　４　役員退職慰労引当金
　　　繰入額

 13   ―   14   

　５　その他  777 1,52118.3 731 1,45318.0 1,570 3,05217.0

　　　営業利益又は
　　　営業損失(△)

  △359△4.3  △403△5.0  22 0.1

Ⅳ　営業外収益           

　１　受取利息  1   0   3   

　２　受取配当金  12   10   25   

　３　賃貸料収入  7   9   15   

　４　為替差益  37   ─   18   

　５　貸倒引当金戻入益  ─   9   ─   

　６　負ののれん償却額  ─   6   ─   

　７　その他  14 73 0.9 10 46 0.6 25 88 0.5

Ⅴ　営業外費用           

　１　支払利息  15   19   30   

　２　為替差損  ─   5   ─   

　３　固定資産廃棄損  6   1   21   

　４　貸倒引当金繰入額  24   ─   24   

　５　その他  6 52 0.7 13 39 0.5 33 109 0.6

　　　経常利益又は
　　　経常損失(△)

  △338△4.1  △396△4.9  1 0.0
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益           

　１　前期損益修正益 ※１ 21   ─   21   

　２　有価証券売却益  3   4   3   

　３　投資有価証券売却益  ─   ─   448   

　４　移転補償金  ─ 24 0.3 ─ 4 0.1 262 735 4.1

Ⅶ　特別損失           

　１　前期損益修正損 ※２ 31   ─   31   

　２　投資有価証券評価損  ─   10   37   

　３　減損損失 ※４ ─   4   ─   

　４　棚卸資産除却損  3   ─   3   

　５　製品補償損失 ※３ ─ 35 0.4 ─ 14 0.2 533 606 3.4

　　　税金等調整前当期
　　　純利益又は
　　　税金等調整前中間
　　　純損失(△)

  △348△4.2  △406△5.0  130 0.7

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

 15   11   34   

　　　法人税等調整額  △33 △17△0.2 △49 △38△0.4 53 88 0.5

　　　少数株主利益又は
　　　少数株主損失(△)

  △13△0.2  △23△0.3  48 0.2

　　　中間(当期)純損失
　　　(△)

  △317△3.8  △344△4.3  △5 △0.0
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

 

 

株主資本 評価・換算差額等

少数株主

持分

純資産

合計資本金
資本

剰余金

利益

剰余金
自己株式

株主資本

合計

その他
有価証券
評価
差額金

為替
換算
調整
勘定

評価・
換算
差額等
合計

平成18年12月31日残高(百万円)2,3231,6182,997△5636,374 549 23 573 120 7,069

中間連結会計期間中の変動額           

　剰余金の配当   △53  △53     △53

　中間純損失(△)   △317  △317     △317

　自己株式の取得    △0 △0     △0

　株主資本以外の項目の中間連
結
　会計期間中の変動額(純額)

     △22 16 △6 △7 △14

中間連結会計期間中の変動額合

計

(百万円)

─ ─ △370 △0 △371 △22 16 △6 △7 △385

平成19年６月30日残高(百万円)2,3231,6182,626△5646,003 527 40 567 113 6,683

 

当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

 

 

株主資本 評価・換算差額等

少数株主

持分

純資産

合計資本金
資本

剰余金

利益

剰余金
自己株式

株主資本

合計

その他
有価証券
評価
差額金

為替
換算
調整
勘定

評価・
換算
差額等
合計

平成19年12月31日残高(百万円)2,3231,6182,938△5646,315 102 31 133 172 6,621

中間連結会計期間中の変動額           

　剰余金の配当   △106  △106     △106

　中間純損失(△)   △344  △344     △344

　自己株式の取得    △3 △3     △3

　株主資本以外の項目の中間連
結
　会計期間中の変動額(純額)

     △2 △10 △13 △56 △70

中間連結会計期間中の変動額合

計

(百万円)

─ ─ △451 △3 △454 △2 △10 △13 △56 △524

平成20年６月30日残高(百万円)2,3231,6182,487△5675,860 99 20 120 115 6,097
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

 

 

株主資本 評価・換算差額等

少数株主

持分

純資産

合計資本金
資本

剰余金

利益

剰余金
自己株式

株主資本

合計

その他
有価証券
評価
差額金

為替
換算
調整
勘定

評価・
換算
差額等
合計

平成18年12月31日残高(百万円)2,3231,6182,997△5636,374 549 23 573 120 7,069

連結会計年度中の変動額           

　剰余金の配当   △53  △53     △53

　当期純損失(△)   △5  △5     △5

　自己株式の取得    △0 △0     △0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純

額)
     △447 7 △439 51 △388

連結会計年度中の変動額合計

(百万円)
─ ─ △58 △0 △59 △447 7 △439 51 △447

平成19年12月31日残高(百万円)2,3231,6182,938△5646,315 102 31 133 172 6,621
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

 

  
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

　１　税金等調整前当期純利益
　　　又は税金等調整前中間純損失(△)

 △348 △406 130

　２　減価償却費  162 162 339

　３　退職給付引当金の増減額
　　　(減少：△)

 24 52 57

　４　貸倒引当金の増減額(減少：△)  21 △17 15

　５　受取利息及び受取配当金  △14 △11 △28

　６　支払利息  15 19 30

　７　売上債権の増減額(増加：△)  2,199 2,406 △425

　８　棚卸資産の増減額(増加：△)  195 △268 424

　９　仕入債務の増減額(減少：△)  △505 △556 △231

　10　その他  △73 △189 △680

　　　　小計  1,676 1,191 △368

　11　利息及び配当金の受取額  14 11 28

　12　利息の支払額  △14 △20 △29

　13　在外子会社の収用補償金受取額  ─ ─ 109

　14　法人税等の支払額  △35 △27 △40

　　　営業活動によるキャッシュ・
　　　フロー

 1,639 1,155 △299

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

　１　定期預金の預入による支出  △41 △42 △67

　２　定期預金の払戻による収入  46 38 72

　３　有価証券の取得による支出  △302 △341 △516

　４　有価証券の売却による収入  71 7 4

　５　有価証券の償還による収入  ─ 295 342

　６　有形固定資産の取得による支出  △215 △73 △572

　７　投資有価証券の取得による支出  △71 △367 △114

　８　投資有価証券の売却による収入  76 154 547

　９　その他  △12 15 △80

　　　投資活動によるキャッシュ・
　　　フロー

 △448 △314 △385

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

　１　短期借入金の純増減額(減少：△)  △921 △1,164 411

　２　自己株式の取得による支出  △0 △3 △0

　３　配当金の支払額  △53 △106 △53

　　　財務活動によるキャッシュ・
　　　フロー

 △975 △1,274 357

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  9 △0 4

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額
　　(減少：△)

 224 △435 △323

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  1,040 716 1,040

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末
　　(期末)残高

 1,264 281 716
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　連結の範囲に関す

る事項

連結子会社の数　10社

連結子会社の名称

㈱正興C&E

正興ITソリューション㈱

㈱正興商会

正興コーポレートサービ

ス㈱

㈱エーエスピーランド

㈱エス・キュー・マーケ

ティング

大連正興電気制御有限公

司

北京正興聯合電機有限公

司

正興エレクトリックアジ

ア(マレーシア)SDN.BHD.

正興ITソリューション

フィリピン, INC.

連結子会社の数　９社

連結子会社の名称

㈱正興C&E

正興ITソリューション㈱

㈱正興商会

正興コーポレートサービ

ス㈱

㈱エーエスピーランド

大連正興電気制御有限公

司

北京正興聯合電機有限公

司

正興エレクトリックアジ

ア(マレーシア)SDN.BHD.

正興ITソリューション

フィリピン, INC.

なお、正興ITソリューショ

ン㈱は平成20年１月１日

付で、㈱エス・キュー・

マーケティングを吸収合

併いたしました。

連結子会社の数　10社

連結子会社の名称

㈱正興C&E

正興ITソリューション㈱

㈱正興商会

正興コーポレートサービ

ス㈱

㈱エーエスピーランド

㈱エス・キュー・マーケ

ティング

大連正興電気制御有限公

司

北京正興聯合電機有限公

司

正興エレクトリックアジ

ア(マレーシア)SDN.BHD.

正興ITソリューション

フィリピン, INC.

２　持分法の適用に関

する事項

関連会社(正興電気建設

㈱)は、中間純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等から

みて、持分法の対象から除

いても中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の

適用範囲から除外してお

ります。

同左 関連会社(正興電気建設

㈱)は、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等から

みて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範

囲から除外しております。

３　連結子会社の中間

決算日(決算日)

等に関する事項

全ての連結子会社の中間

決算日は中間連結決算日

と一致しております。

同左 全ての連結子会社の決算

日は連結決算日と一致し

ております。

４　会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法

①有価証券

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法

①有価証券

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法

①有価証券

 その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算日

の市場価格等に

基づく時価法(評

価差額は全部純

資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法

により算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価差

額は全部純資産

直入法により処

理し、売却原価は

移動平均法によ

り算定)
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 時価のないもの

移動平均法によ

る原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

 ②棚卸資産

製品、商品、仕掛品

主として個別法に

よる原価法

②棚卸資産

製品、商品、仕掛品

同左

②棚卸資産

製品、商品、仕掛品

同左

 原材料

主として移動平均

法による原価法

原材料

同左

原材料

同左

 (2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法

①有形固定資産

建物及び構築物

ａ　平成19年３月31日

以前に取得した

もの

主として旧定額

法によっており

ます。

ｂ　平成19年４月１日

以降に取得した

もの

主として定額法

によっておりま

す。

建物及び構築物以外

ａ　平成19年３月31日

以前に取得した

もの

主として旧定率

法によっており

ます。

ｂ　平成19年４月１日

以降に取得した

もの

主として定率法

によっておりま

す。

(2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法

①有形固定資産

建物及び構築物

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物及び構築物以外

同左

(2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法

①有形固定資産

建物及び構築物

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物及び構築物以外

同左

 

なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。

建物及び
構築物

20～45年

機械装置
及び運搬具

４～11年

工具、器具
及び備品

２～６年

同左 同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

 （会計方針の変更）

法人税法の改正((所

得税法等の一部を改

正する法律　平成19年

３月30日　法律第６

号)及び(法人税法施

行令の一部を改正す

る政令　平成19年３月

30日　政令第83号))に

伴い、平成19年４月１

日以降に取得したも

のについては、改正後

の法人税法に基づく

方法に変更しており

ます。

これによる損益及び

セグメントに与える

影響は軽微でありま

す。

 

──────

 

（会計方針の変更）

法人税法の改正((所

得税法等の一部を改

正する法律　平成19年

３月30日　法律第６

号)及び(法人税法施

行令の一部を改正す

る政令　平成19年３月

30日　政令第83号))に

伴い、平成19年４月１

日以降に取得したも

のについては、改正後

の法人税法に基づく

減価償却の方法に変

更しております。

これによる損益及び

セグメントに与える

影響は軽微でありま

す。

 ②無形固定資産

定額法によっており

ます。

②無形固定資産

同左

②無形固定資産

同左

 (3) 重要な引当金の計上

基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸

倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債

権については個別に

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計

上しております。

(3) 重要な引当金の計上

基準

①貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上

基準

①貸倒引当金

同左

 

EDINET提出書類

株式会社正興電機製作所(E01760)

半期報告書

28/70



 

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

 ②退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退

職給付債務及び年金

資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期

間末において発生し

ていると認められる

額を計上しておりま

す。

なお、過去勤務債務

は、その発生時におけ

る従業員の平均残存

勤務期間以内の一定

年数(15年)による定

額法により、費用処理

しております。数理計

算上の差異は、各連結

会計年度の発生時に

おける従業員の平均

残存勤務期間以内の

一定年数(15年)によ

る定額法により、翌連

結会計年度より費用

処理しております。

②退職給付引当金

同左

②退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退

職給付債務及び年金

資産の見込額に基づ

き計上しております。

なお、過去勤務債務

は、その発生時におけ

る従業員の平均残存

勤務期間以内の一定

年数(15年)による定

額法により、費用処理

しております。数理計

算上の差異は、各連結

会計年度の発生時に

おける従業員の平均

残存勤務期間以内の

一定年数(15年)によ

る定額法により、翌連

結会計年度より費用

処理しております。

 ③役員退職慰労引当金

当社及び一部の連結

子会社は、平成19年３

月29日開催の取締役

会において、役員退職

慰労金制度を同日付

で廃止することを決

議いたしました。当該

制度の廃止に伴い、在

任中の取締役及び監

査役の在任期間に係

る役員退職慰労金に

ついては、それぞれの

役員の退任時に支給

することといたしま

した。同日現在の役員

退職慰労引当金残高

218百万円を固定負債

の「その他」に計上

しております。

────── ③役員退職慰労引当金

当社及び一部の連結

子会社は、平成19年３

月29日開催の取締役

会において、役員退職

慰労金制度を同日付

で廃止することを決

議いたしました。当該

制度の廃止に伴い、在

任中の取締役及び監

査役の在任期間に係

る役員退職慰労金に

ついては、それぞれの

役員の退任時に支給

することといたしま

した。同日現在の役員

退職慰労引当金残高

218百万円を固定負債

の「その他」に計上

しております。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

 (4) 重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨

への換算の基準

外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の

直物為替相場により

円貨に換算し、換算差

額は損益として処理

しております。

なお、在外子会社等の

資産及び負債は、中間

連結決算日の直物為

替相場により円貨に

換算し、収益及び費用

は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算

差額は純資産の部に

おける評価・換算差

額等の為替換算調整

勘定及び少数株主持

分に含めております。

(4) 重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨

への換算の基準

同左

(4) 重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨

への換算の基準

外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物

為替相場により円貨

に換算し、換算差額は

損益として処理して

おります。

なお、在外子会社等の

資産及び負債は、連結

決算日の直物為替相

場により円貨に換算

し、収益及び費用は期

中平均相場により円

貨に換算し、換算差額

は純資産の部におけ

る評価・換算差額等

の為替換算調整勘定

及び少数株主持分に

含めております。

 (5) 重要なリース取引の

処理方法

リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・

リース取引について

は、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた

会計処理によってお

ります。

(5) 重要なリース取引の

処理方法

同左

(5) 重要なリース取引の

処理方法

同左

 (6) その他中間連結財務

諸表作成のための重

要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消

費税の会計処理は

税抜方式によって

おります。

(6) その他中間連結財務

諸表作成のための重

要な事項

消費税等の会計処理

同左

(6) その他連結財務諸表

作成のための重要な

事項

 

消費税等の会計処理

同左

５　中間連結(連結)

キャッシュ・フ

ロー計算書にお

ける資金の範囲

手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヵ月以内に

満期日又は償還日の到来

する、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負

わない短期的な投資とし

ております。

同左 同左
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表示方法の変更

 
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間において、流動資産の「その他」

に含めて表示していた「有価証券」は、当中間連結会

計期間において、資産の総額の100分の１を超えたた

め区分掲記いたしました。なお、前中間連結会計期間

における流動資産の「その他」に含まれている「有

価証券」は51百万円であります。

 

──────
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

 
前中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成19年12月31日)

１　※１　有形固定資産の減価償却

累計額

 6,012百万円

１　※１　有形固定資産の減価償却

累計額

 5,923百万円

１　※１　有形固定資産の減価償却

累計額

 5,808百万円

２　※２　担保資産及び担保付債務

＜担保資産＞

建物 257百万円

土地 11

合計 269

２　※２　担保資産及び担保付債務

＜担保資産＞

建物 250百万円

土地 11

合計 261

２　※２　担保資産及び担保付債務

＜担保資産＞

建物 254百万円

土地 11

合計 265

＜担保付債務＞

買掛金 28百万円

短期借入金 400

合計 428

＜担保付債務＞

買掛金 28百万円

短期借入金 500

合計 528

＜担保付債務＞

買掛金 28百万円

短期借入金 800

合計 828

３　※３　中間連結会計期間末日満

期手形の会計処理

　　中間連結会計期間末日満期手形

は手形交換日をもって決済処

理しております。従って、当中

間連結会計期間末日は、金融機

関の休業日のため、中間連結会

計期間末日満期手形が次の科

目に含まれております。

受取手形 118百万円

３

──────

３　※３　連結会計年度末日満期手

形の会計処理

　　連結会計年度末日満期手形は手

形交換日をもって決済処理し

ております。従って、当連結会

計年度末日は、金融機関の休業

日のため、期末日満期手形が次

の科目に含まれております。

受取手形 70百万円

 

EDINET提出書類

株式会社正興電機製作所(E01760)

半期報告書

32/70



(中間連結損益計算書関係)

 
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　※１　前期損益修正益の主な内

訳は、前受金精算受入益16百

万円であります。

１　

──────

１　※１　前期損益修正益の主な内

訳は、前受金精算受入益16百

万円であります。

２　※２　前期損益修正損の主な内

訳は、過年度前払費用修正21

百万円であります。

２

──────

２　※２　前期損益修正損の主な内

訳は、過年度前払費用修正21

百万円であります。

３

──────

３

──────

３　※３　新事業製品において品質

問題が発生したことに伴う回

収及び補修費用であります。

４

──────

４　※４　減損損失

当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計

上しました。

用途 種類 場所 金額

蓄電シ

ステム

機械及

び装置

工具、

器具及

び備品

福岡県

古賀市

４百

万円

当社グループは、事業別管理会

計区分をグルーピングの単位

としております。ただし、将来

の使用が見込まれていない遊

休資産については、個別の資産

グループとして取り扱ってお

ります。また、本社等、特定の事

業との関連が明確でない資産

については共用資産としてお

ります。当中間連結会計期間に

おいて、収益性の低下により投

資額の回収が見込めなくなっ

た蓄電システムの設備につい

て帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損

失として特別損失に計上して

おります。

なお、回収可能価額は使用価値

により測定しており、蓄電シス

テムの設備については将来

キャッシュ・フローがマイナ

スであるため具体的な割引率

の算定は行っておりません。

４　

──────
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

株式数
当中間連結会計
期間増加株式数

当中間連結会計
期間減少株式数

当中間連結会計
期間末株式数

普通株式（株） 11,953,695 ─ ─ 11,953,695

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

株式数
当中間連結会計
期間増加株式数

当中間連結会計
期間減少株式数

当中間連結会計
期間末株式数

普通株式（株） 1,304,644 1,055 ─ 1,305,699

（注）自己株式（普通株式）の増加1,055株は単元未満株式の買取による増加であります。

 

３．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年３月29日
定時株主総会

普通株式 53 5.00平成18年12月31日平成19年３月30日

 

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

株式数
当中間連結会計
期間増加株式数

当中間連結会計
期間減少株式数

当中間連結会計
期間末株式数

普通株式（株） 11,953,695 ─ ─ 11,953,695

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

株式数
当中間連結会計
期間増加株式数

当中間連結会計
期間減少株式数

当中間連結会計
期間末株式数

普通株式（株） 1,306,670 7,686 ─ 1,314,356

（注）自己株式（普通株式）の増加7,686株は取締役会決議による自己株式の買付による増加7,500株、単元未満

株式の買取による増加186株であります。

 

３．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年２月26日
取締役会

普通株式 106 10.00平成19年12月31日平成20年３月14日
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前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式(株) 11,953,695 ─ ─ 11,953,695

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式(株) 1,304,644 2,026 ─ 1,306,670

（注）自己株式（普通株式）の増加2,026株は取締役会決議による自己株式の買付による増加600株、単元未満株

式の買取による増加1,426株であります。

 

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月29日
定時株主総会

普通株式 53 5.00平成18年12月31日平成19年３月30日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年２月26日
取締役会

普通株式 利益剰余金 106 10.00平成19年12月31日平成20年３月14日

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,362百万円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金等

△97

現金及び現金同等物 1,264

　

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 384百万円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金等

△103

現金及び現金同等物 281

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び預金勘定 814百万円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金等

△98

現金及び現金同等物 716
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(リース取引関係)

 
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高

相当額

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高

相当額

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当

額

 

機械装置
及び
運搬具
(百万円)

工具・
器具・
備品他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

15 176 191

減価償却
累計額
相当額

7 107 114

中間期末
残高相当
額

8 69 77

　

 

機械装置
及び
運搬具
(百万円)

工具・
器具・
備品他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

15 187 203

減価償却
累計額
相当額

10 94 104

中間期末
残高相当
額

5 93 98

 

機械装置
及び
運搬具
(百万円)

工具・
器具・
備品他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

15 183 199

減価償却
累計額
相当額

8 100 109

期末残高
相当額

6 83 89

取得価額相当額の算定は、有形固

定資産の中間期末残高等に占め

る未経過リース料中間期末残高

の割合が低いため、支払利子込み

法によっております。

同左 取得価額相当額の算定は、有形固

定資産の期末残高等に占める未

経過リース料期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法によっ

ております。

２　未経過リース料中間期末残高相

当額等

　　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 33百万円

１年超 43

合計 77

２　未経過リース料中間期末残高相

当額等

　　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 36百万円

１年超 62

合計 98

２　未経過リース料期末残高相当額

等

　　未経過リース料期末残高相当額

　

１年以内 35百万円

１年超 54

合計 89

未経過リース料中間期末残高相

当額の算定は、有形固定資産の中

間期末残高等に占める未経過

リース料中間期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法によっ

ております。

同左 未経過リース料期末残高相当額

の算定は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期

末残高の割合が低いため、支払利

子込み法によっております。

３　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失

支払リース料 18百万円

減価償却費相当額 18

３　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失

支払リース料 20百万円

減価償却費相当額 20

３　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失

支払リース料 38百万円

減価償却費相当額 38

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によって

おります。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損

失はありませんので、項目等の記

載は省略しております。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左
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(有価証券関係)

前中間連結会計期間末(平成19年６月30日)

１　時価のある有価証券

 

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

その他有価証券    

　　株式 833 1,706 872

計 833 1,706 872

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について、減損処理の対象となった銘柄

はありませんでした。なお、減損にあたっては、中間期末時における時価が、取得原価の30％以上下落した

ものを「著しく下落した」ものとしており、原則として50％程度以上下落したものについては、回復する

見込がないものとして減損処理を行っております。また、30％以上50％未満下落したものについては、回復

可能性の判定を行い、減損処理の要否を決定しております。

 

２　時価評価されていない主な有価証券

 

区分
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券  

①　非上場株式 269

②　信託受益権 235

③　非上場の外国投資信託受益証券 3

計 508
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当中間連結会計期間末(平成20年６月30日)

１　時価のある有価証券

 

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

その他有価証券    

　　株式 1,064 1,232 167

計 1,064 1,232 167

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

　　　当中間連結会計期間において、減損処理を行い、投資有価証券評価損２百万円を計上しております。

　　　なお、減損にあたっては、中間期末時における時価が、取得原価の30％以上下落したものを「著しく下落し

た」ものとしており、原則として50％程度以上下落したものについては、回復する見込がないものとして

減損処理を行っております。また、30％以上50％未満下落したものについては、回復可能性の判定を行い、

減損処理の要否を決定しております。

 

２　時価評価されていない主な有価証券

 

区分
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券  

①　非上場株式 224

②　信託受益権 220

計 445

（注）表中の「中間連結貸借対照表計上額」は減損処理後の帳簿価額であります。

　　　当中間連結会計期間において、減損処理を行い、投資有価証券評価損７百万円を計上しております。

　　　なお、減損にあたっては、中間期末時における時価が、取得原価の30％以上下落したものを「著しく下落し

た」ものとしており、原則として50％程度以上下落したものについては、回復する見込がないものとして

減損処理を行っております。また、30％以上50％未満下落したものについては、回復可能性の判定を行い、

減損処理の要否を決定しております。
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前連結会計年度末(平成19年12月31日)

１　時価のある有価証券

 

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

その他有価証券    

　　株式 699 871 171

計 699 871 171

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、減損処理の対象となった銘柄はあ

りませんでした。なお、減損にあたっては、期末時における時価が、取得原価の30％以上下落したものを

「著しく下落した」ものとしており、原則として50％程度以上下落したものについては、回復する見込が

ないものとして減損処理を行っております。また、30％以上50％未満下落したものについては、回復可能性

の判定を行い、減損処理の要否を決定しております。

 

２　時価評価されていない主な有価証券

 

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券  

①　非上場株式 232

②　信託受益権 174

③　非上場の外国投資信託受益証券 3

計 409

 

(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)、当中間連結会計期間(自　平

成20年１月１日　至　平成20年６月30日)及び前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12

月31日)のいずれにおいてもデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありま

せん。
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(ストック・オプション等関係)

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 (1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役

当社従業員

当社子会社取締役

当社子会社従業員

８名

38名

14名

11名

株式の種類及び付与数（注） 普通株式 157,300株

付与日 平成16年８月１日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成18年７月１日～平成19年６月30日

権利行使価格 570円77銭

付与日における公正な評価単価 ─

(注)　株式数に換算して記載しております。

 

 (2) ストック・オプションの変動状況

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月29日

権利確定後  

　前連結会計年度末 157,300株

　権利行使 ─

　失効 ─

　未行使残 157,300株

(注)　株式数に換算して記載しております。

 

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

　　　該当事項はありません。
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前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 (1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役

当社従業員

当社子会社取締役

当社子会社従業員

８名

38名

14名

11名

株式の種類及び付与数　(注)１ 普通株式 157,300株

付与日 平成16年８月１日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成18年７月１日～平成19年６月30日

権利行使価格　(注)２、３ 570円77銭

付与日における公正な評価単価 ─

(注)　１　株式数に換算して記載しております。

　２　平成18年12月１日付で１株につき1.3株の割合をもって株式分割を行ったことにより

「権利行使価格」を調整しております。

　３　株式分割により払込金額の調整を行い、１株当たりの株価を算出しているため、１円

未満の端数が生じております。

 

 (2) ストック・オプションの変動状況

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月29日

権利確定後  

　前連結会計年度末 157,300株

　権利行使 ─

　失効　(注)２ 157,300株

　未行使残 ─

(注)　１　株式数に換算して記載しております。

　２　当連結会計年度中に権利行使期間の満了を迎えたため、当連結会計年度末における未

行使残はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)
 

 
電力
システム
(百万円)

社会
システム
(百万円)

情報
システム
(百万円)

情報・制
御コン
ポーネン
ト

(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高         

(1) 外部顧客に対する
売上高

1,9313,761 607 1,322 673 8,296 ─ 8,296

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

2 26 92 126 417 665 (665) ─

計 1,9333,787 700 1,4491,0908,961(665)8,296

営業費用 2,1793,706 702 1,6351,0959,320(665)8,655

営業利益又は営業損失(△) △246 80 △1 △186 △5 △359 ─ △359

 

当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)
 

 
電力
システム
(百万円)

社会
システム
(百万円)

情報
システム
(百万円)

情報・制
御コン
ポーネン
ト

(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高         

(1) 外部顧客に対する
売上高

2,2933,448 605 1,090 659 8,097 ─ 8,097

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 10 120 197 330 660 (660) ─

計 2,2943,458 726 1,288 989 8,757(660)8,097

営業費用 2,2053,842 735 1,377 999 9,160(660)8,500

営業利益又は営業損失(△) 89 △384 △9 △88 △9 △403 ─ △403
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前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)
 

 
電力
システム
(百万円)

社会
システム
(百万円)

情報
システム
(百万円)

情報・制
御コン
ポーネン
ト

(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高         

(1) 外部顧客に対する
売上高

3,9948,0741,2913,2151,37217,947 ─ 17,947

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

3 36 181 330 926 1,479(1,479)─

計 3,9978,1101,4723,5452,29819,426(1,479)17,947

営業費用 4,1577,9991,4813,4792,28519,403(1,479)17,924

営業利益又は営業損失(△) △159 111 △8 66 13 22 ─ 22

 
(注) １　事業区分の方法は、製品の種類、製造方法及び販売市場等の類似性に基づきました。

２　各事業区分の主要な製品

(1) 電力システム…………………電力制御システム、電力用開閉装置、配電自動化用電子機器、電力業務情報化

(2) 社会システム…………………公共・環境システム、産業用プラントシステム、需要家向受変電システム

(3) 情報システム…………………ＡＳＰサービス、システムインテグレーション、ｅラーニングサービス

(4) 情報・制御コンポーネント…メカトロニクス装置、制御機器、電子装置、(高分子/液晶)複合膜フィルム、

蓄電システム

(5) その他…………………………汎用電気品等

 

【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)、当中間連結会計期間(自　平

成20年１月１日　至　平成20年６月30日)及び前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12

月31日)については、全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超え

ているため、記載を省略しました。

 

【海外売上高】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)、当中間連結会計期間(自　平

成20年１月１日　至　平成20年６月30日)及び前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12

月31日)については、海外売上高が連結売上高の10％未満のため記載を省略しました。
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(１株当たり情報)
 

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 617円10銭１株当たり純資産額 562円21銭１株当たり純資産額 605円70銭

１株当たり中間純損失 29円81銭１株当たり中間純損失 32円37銭１株当たり当期純損失 0円53銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当た

り中間純損失であるため記載して

おりません。

当社は、平成18年12月１日付で１株

につき1.3の割合をもって株式分割

を行っております。当該株式分割が

前期首に行われたと仮定した場合

の前中間連結会計期間における１

株当たり情報については、以下のと

おりであります。

１株当たり純資産額 664円37銭

１株当たり中間純利益 21円86銭

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

21円77銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、中間純損

失であるため記載しておりません。

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、当期純損

失を計上しているため記載してお

りません。

 

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

 
前中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成19年12月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の部の
合計額(百万円)

6,683 6,097 6,621

中間連結貸借対照表の純資産の部の
合計額と１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式に係る中間連
結会計期間末の純資産額との差額の
主な内訳(百万円)
　少数株主持分

113 115 172

普通株式に係る純資産額(百万円) 6,570 5,981 6,448

普通株式の発行済株式数(千株) 11,953 11,953 11,953

普通株式の自己株式数(千株) 1,305 1,314 1,306

１株当たり純資産の算定に用いられ
た普通株式の数(千株)

10,647 10,639 10,647
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２　１株当たり中間(当期)純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

 
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

中間連結損益計算書上の中間(当期)
純損失(△)(百万円)

△317 △344 △5

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─ ─

普通株式に係る中間(当期)純損失
(△)(百万円))

△317 △344 △5

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,648 10,644 10,648

潜在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益の算定に用いられた普通
株式増加数(千株)

─ ─ ─

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間(当期)純利
益の算定に含まれなかった潜在株式
の概要

─ ─ ─

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

 

  
前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)           

Ⅰ　流動資産           

　１　現金及び預金  1,073   147   489   

　２　受取手形 ※３ 232   441   289   

　３　売掛金  2,787   2,774   5,384   

　４　棚卸資産  1,454   1,423   1,281   

　５　短期貸付金  1,533   1,430   1,263   

　６　その他  589   544   595   

　　　貸倒引当金  △3   △2   △12   

　　　流動資産合計   7,66753.7  6,76052.2  9,29161.5

Ⅱ　固定資産           

　１　有形固定資産 ※1,2          

　　(1) 建物  1,929   1,865   1,876   

　　(2) その他  1,154   1,025   1,086   

　　　　計  3,083  21.6 2,890  22.3 2,963  19.6

　２　無形固定資産  19  0.1 17  0.1 18  0.1

　３　投資その他の資産           

　　(1) 投資有価証券  2,323   1,811   1,574   

　　(2) 繰延税金資産  641   972   902   

　　(3) その他  636   639   634   

　　　　貸倒引当金  △91   ─   △5   

　　　　関係会社投資
　　　　損失引当金

 ─   △140   △260   

　　　　計  3,509  24.6 3,283  25.4 2,846  18.8

　　　固定資産合計   6,61246.3  6,19147.8  5,82838.5

　　　資産合計   14,279100.0  12,951100.0  15,120100.0
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前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)           

Ⅰ　流動負債           

　１　支払手形  1,338   1,118   671   

　２　買掛金  2,066   2,011   2,960   

　３　短期借入金 ※２ 800   1,000   2,150   

　４　前受金  323   277   71   

　５　その他  723   462   722   

　　　流動負債合計   5,25136.8  4,87037.6  6,57543.5

Ⅱ　固定負債           

　１　長期未払金  318   174   310   

　２　退職給付引当金  1,261   1,305   1,265   

　３　その他  18   20   20   

　　　固定負債合計   1,59811.2  1,50011.6  1,59510.5

　　　負債合計   6,84948.0  6,37049.2  8,17154.0

(純資産の部)           

Ⅰ　株主資本           

　１　資本金   2,32316.3  2,32317.9  2,32315.3

　２　資本剰余金           

　　(1) 資本準備金  1,603   1,603   1,603   

　　(2) その他資本剰余金 14   14   14   

　　　資本剰余金合計   1,61811.3  1,61812.5  1,61810.7

　３　利益剰余金           

　　(1) 利益準備金  580   580   580   

　　(2) その他利益剰余金          

　　　　別途積立金  3,050   2,750   3,050   

　　　　繰越利益剰余金  △82   △209   △143   

　　　利益剰余金合計   3,54824.8  3,12124.1  3,48723.1

　４　自己株式   △564△3.9  △567△4.4  △564△3.7

　　　株主資本合計   6,92548.5  6,49450.1  6,86445.4

Ⅱ　評価・換算差額等           

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

  504 3.5  86 0.7  85 0.6

　　　評価・換算差額等
　　　合計

  504 3.5  86 0.7  85 0.6

　　　純資産合計   7,42952.0  6,58150.8  6,94946.0

　　　負債純資産合計   14,279100.0  12,951100.0  15,120100.0
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② 【中間損益計算書】

 

  
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   6,211100.0  5,794100.0  13,310100.0

Ⅱ　売上原価   5,35586.2  5,09187.9  11,02582.8

　　　売上総利益   85613.8  70312.1  2,28417.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費   1,08817.5  1,03717.9  2,16716.3

　　　営業利益又は
　　　営業損失(△)

  △232△3.7  △334△5.8  117 0.9

Ⅳ　営業外収益 ※１  110 1.7  133 2.3  214 1.6

Ⅴ　営業外費用 ※２  106 1.7  89 1.5  203 1.5

　　　経常利益又は
　　　経常損失(△)

  △228△3.7  △289△5.0  127 1.0

Ⅵ　特別利益 ※３  3 0.1  4 0.1  451 3.4

Ⅶ　特別損失 ※4,5  ― ―  14 0.3  830 6.3

　　　税引前中間(当期)
　　　純損失(△)

  △224△3.6  △299△5.2  △251△1.9

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

 9   9   19   

　　　法人税等調整額  △46 △37△0.6 △49 △39△0.7 △21 △2 △0.0

　　　中間(当期)純損失
　　　(△)

  △187△3.0  △260△4.5  △248△1.9
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本

準備金

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金 利益

剰余金

合計

別途

積立金

繰越利益

剰余金

平成18年12月31日残高(百万円)2,3231,603 14 1,618 580 3,050 158 3,789△563 7,166

中間会計期間中の変動額           

　剰余金の配当       △53 △53  △53

　中間純損失(△)       △187 △187  △187

　自己株式の取得         △0 △0

　株主資本以外の項目の中間会
計

　期間中の変動額(純額)
          

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

― ― ― ― ― ― △240 △240 △0 △241

平成19年６月30日残高(百万円)2,3231,603 14 1,618 580 3,050△82 3,548△564 6,925

 

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年12月31日残高(百万円) 524 524 7,691

中間会計期間中の変動額    

　剰余金の配当   △53

　中間純損失(△)   △187

　自己株式の取得   △0

　株主資本以外の項目の中間会計

　期間中の変動額(純額)
△20 △20 △20

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

△20 △20 △261

平成19年６月30日残高(百万円) 504 504 7,429
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当中間会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本

準備金

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金 利益

剰余金

合計

別途

積立金

繰越利益

剰余金

平成19年12月31日残高(百万円)2,3231,603 14 1,618 580 3,050△143 3,487△564 6,864

中間会計期間中の変動額           

　別途積立金の取崩      △300 300 ―  ―

　剰余金の配当       △106 △106  △106

　中間純損失(△)       △260 △260  △260

　自己株式の取得         △3 △3

　株主資本以外の項目の中間会
計

　期間中の変動額(純額)
          

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

― ― ― ― ― △300 △66 △366 △3 △369

平成20年６月30日残高(百万円)2,3231,603 14 1,618 580 2,750△209 3,121△567 6,494

 

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成19年12月31日残高(百万円) 85 85 6,949

中間会計期間中の変動額    

　別途積立金の取崩   ―

　剰余金の配当   △106

　中間純損失(△)   △260

　自己株式の取得   △3

　株主資本以外の項目の中間会計

　期間中の変動額(純額)
1 1 1

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

1 1 △368

平成20年６月30日残高(百万円) 86 86 6,581
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前事業年度の株主資本等変動計算書(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本

準備金

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金 利益

剰余金

合計

別途

積立金

繰越利益

剰余金

平成18年12月31日残高(百万円)2,3231,603 14 1,618 580 3,050 158 3,789△563 7,166

事業年度中の変動額           

　剰余金の配当       △53 △53  △53

　当期純損失(△)       △248 △248  △248

　自己株式の取得         △0 △0

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
          

事業年度中の変動額合計
(百万円)

― ― ― ― ― ― △301 △301 △0 △302

平成19年12月31日残高(百万円)2,3231,603 14 1,618 580 3,050△143 3,487△564 6,864

 

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年12月31日残高(百万円) 524 524 7,691

事業年度中の変動額    

　剰余金の配当   △53

　当期純損失(△)   △248

　自己株式の取得   △0

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
△439 △439 △439

事業年度中の変動額合計
(百万円)

△439 △439 △741

平成19年12月31日残高(百万円) 85 85 6,949
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

 

項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連

会社株式

移動平均法による

原価法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連

会社株式

同左

 

(1) 有価証券

子会社株式及び関連

会社株式

同左

 

 その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価差

額は全部純資産

直入法により処

理し、売却原価は

移動平均法によ

り算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価差

額は全部純資産

直入法により処

理し、売却原価は

移動平均法によ

り算定)

 時価のないもの

移動平均法によ

る原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 (2) 棚卸資産

製品、仕掛品

個別法による原価

法

(2) 棚卸資産

製品、仕掛品

同左

(2) 棚卸資産

製品、仕掛品

同左

 原材料

移動平均法による

原価法

原材料

同左

原材料

同左

２　固定資産の減価償

却の方法

有形固定資産

建物及び構築物

ａ 平成19年３月31日以

前に取得したもの

    旧定額法によってお

ります。

ｂ 平成19年４月１日以

降に取得したもの

定額法によっており

ます。

建物及び構築物以外

ａ 平成19年３月31日以

前に取得したもの

旧定率法によってお

ります。

ｂ 平成19年４月１日以

降に取得したもの

定率法によっており

ます。

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。

建物及び構築
物

20～45年

有形固定資産

建物及び構築物

同左

 

 

 

 

 

 

 

建物及び構築物以外

同左

 

 

 

 

 

 

 

同左

有形固定資産

建物及び構築物

同左

 

 

 

 

 

 

 

建物及び構築物以外

同左

 

 

 

 

 

 

 

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

 

機械装置及び
車輌運搬具

４～11年

工具、器具及
び備品

２～６年

 

  

  

 

（会計方針の変更）

法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法

律　平成19年３月30日　法

律第６号)及び(法人税法

施行令の一部を改正する

政令　平成19年３月30日　

政令第83号))に伴い、平成

19年４月１日以降に取得

したものについては、改正

後の法人税法に基づく方

法に変更しております。

これによる損益に与える

影響は軽微であります。

 

──────

（会計方針の変更）

法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法

律　平成19年３月30日　法

律第６号)及び(法人税法

施行令の一部を改正する

政令　平成19年３月30日　

政令第83号))に伴い、平成

19年４月１日以降に取得

したものについては、改正

後の法人税法に基づく方

法に変更しております。

これによる損益に与える

影響は軽微であります。

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸

倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債

権については個別に

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

 (2) 

 

──────

(2) 関係会社投資損失引

当金

関係会社に対する投

資の損失に備えるた

め、関係会社の財政状

態等を勘案し、その必

要額を計上しており

ます。

(2) 関係会社投資損失引

当金

同左

 (3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給

付債務の見込額に基

づき、当中間会計期間

末において発生して

いると認められる額

を計上しております。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給

付債務の見込額に基

づき計上しておりま

す。

なお、過去勤務債務

は、その発生時におけ

る従業員の平均残存

勤
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

 なお、過去勤務債務

は、その発生時におけ

る従業員の平均残存

勤務期間以内の一定

年数(15年)による定

額法により、費用処理

しております。数理計

算上の差異は、各事業

年度の発生時におけ

る従業員の平均残存

勤務期間以内の一定

年数(15年)による定

額法により、翌事業年

度より費用処理して

おります。

 務期間以内の一定年

数(15年)による定額

法により、費用処理し

ております。数理計算

上の差異は、各事業年

度の発生時における

従業員の平均残存勤

務期間以内の一定年

数(15年)による定額

法により、翌事業年度

より費用処理してお

ります。

 (4) 役員退職慰労引当金

平成19年３月29日開

催の取締役会におい

て、役員退職慰労金制

度を同日付で廃止す

ることを決議いたし

ました。当該制度の廃

止に伴い、在任中の取

締役及び監査役の在

任期間に係る役員退

職慰労金については、

それぞれの役員の退

任時に支給すること

といたしました。同日

現在の役員退職慰労

引当金残高183百万円

を固定負債の「長期

未払金」に計上して

おります。

(4) 

──────

(4) 役員退職慰労引当金

平成19年３月29日開

催の取締役会におい

て、役員退職慰労金制

度を同日付で廃止す

ることを決議いたし

ました。当該制度の廃

止に伴い、在任中の取

締役及び監査役の在

任期間に係る役員退

職慰労金については、

それぞれの役員の退

任時に支給すること

といたしました。同日

現在の役員退職慰労

引当金残高183百万円

を固定負債の「長期

未払金」に計上して

おります。

４　リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理

によっております。

同左 同左

５　その他中間財務諸

表(財務諸表)作

成のための基本

となる重要な事

項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。

なお、仮払消費税等と仮受

消費税等は相殺のうえ、流

動負債「その他」に含め

て表示しております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

 
前中間会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末
(平成19年12月31日)

１　※１　有形固定資産の減価償却

累計額

 5,158百万円

１　※１　有形固定資産の減価償却

累計額

 5,192百万円

１　※１　有形固定資産の減価償却

累計額

 5,078百万円

２　※２　担保資産及び担保付債務

＜担保資産＞

建物 163百万円

土地 4

合計 168

２　※２　担保資産及び担保付債務

＜担保資産＞

建物 158百万円

土地 4

合計 163

２　※２　担保資産及び担保付債務

＜担保資産＞

建物 161百万円

土地 4

合計 166

＜担保付債務＞

短期借入金 400百万円

＜担保付債務＞

短期借入金 500百万円

＜担保付債務＞

短期借入金 800百万円

３　債務保証

　　下記の会社の借入金等に対して

保証を行っております。

保証先 保証額

大連正興電気
制御有限公司

305百万円

正興エレクト
リックアジア
(マレーシア)
SDN.BHD.

41

合計 346

３　債務保証

　　下記の会社の借入金等に対して

保証を行っております。

保証先 保証額

大連正興電気
制御有限公司

305百万円

正興エレクト
リックアジア
(マレーシア)
SDN.BHD.

16

合計 321

３　債務保証

　　下記の会社の借入金等に対して

保証を行っております。

保証先 保証額

大連正興電気
制御有限公司

305百万円

正興エレクト
リックアジア
(マレーシア)
SDN.BHD.

31

合計 336

４　※３　中間会計期間末日満期手

形の会計処理

　　中間会計期間末日満期手形は手

形交換日をもって決済処理し

ております。従って、当中間会

計期間末日は、金融機関の休業

日のため、中間会計期間末日満

期手形が次の科目に含まれて

おります。

受取手形 ２百万円

４　

──────

４　※３　事業年度末日満期手形の

会計処理

　　期末日満期手形は手形交換日を

もって決済処理しております。

従って、当事業年度末日は、金

融機関の休業日のため、期末日

満期手形が次の科目に含まれ

ております。

受取手形 45百万円
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(中間損益計算書関係)

 
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　※１　営業外収益の主要項目

受取利息 11百万円

受取配当金 19

賃貸料収入 59

１　※１　営業外収益の主要項目

受取利息 10百万円

受取配当金 10

賃貸料収入 67

１　※１　営業外収益の主要項目

受取利息 25百万円

受取配当金 35

賃貸料収入 118

２　※２　営業外費用の主要項目

支払利息 13百万円

賃貸原価 55

２　※２　営業外費用の主要項目

支払利息 16百万円

賃貸原価 56

２　※２　営業外費用の主要項目

支払利息 26百万円

賃貸原価 110

３　減価償却実施額

有形固定資産 124百万円

無形固定資産 1

３　減価償却実施額

有形固定資産 117百万円

無形固定資産 1

３　減価償却実施額

有形固定資産 257百万円

無形固定資産 3

４　※３　特別利益の主要項目

　　有価証券売却益　　　 3百万円

４　※３　特別利益の主要項目

　　有価証券売却益　　　 4百万円

４　※３　特別利益の主要項目

　　有価証券売却益　　　 3百万円

　　投資有価証券売却益 448百万円

５

──────

５　※４　特別損失の主要項目

　　投資有価証券評価損  10百万円

　　減損損失　　　　　 　4百万円

 

 

５　※４　特別損失の主要項目

　　投資有価証券評価損  37百万円

　　関係会社投資損失　　  　　　

　　引当金繰入額　　　 260百万円

　　製品補償損失　　　 533百万円

６

──────

６　※５　減損損失

　当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。

用途 種類 場所 金額

蓄電シ

ステム

機械及

び装置

工具、

器具及

び備品

福岡県

古賀市

４百

万円

当社は、事業別管理会計区分をグ

ルーピングの単位としております。

ただし、将来の使用が見込まれてい

ない遊休資産については、個別の資

産グループとして取り扱っており

ます。また、本社等、特定の事業との

関連が明確でない資産については

共用資産としております。当中間会

計期間において、収益性の低下によ

り投資額の回収が見込めなくなっ

た蓄電システムの設備について帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別

損失に計上しております。

なお、回収可能価額は使用価値によ

り測定しており、蓄電システムの設

備については将来キャッシュ・フ

ローがマイナスであるため具体的

な割引率の算定は行っておりませ

ん。

６

──────
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数

当中間会計
期間増加株式数

当中間会計
期間減少株式数

当中間会計
期間末株式数

普通株式（株） 1,304,644 1,055 ― 1,305,699

（注）自己株式（普通株式）の増加1,055株は単元未満株式の買取による増加であります。

 

当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数

当中間会計
期間増加株式数

当中間会計
期間減少株式数

当中間会計
期間末株式数

普通株式（株） 1,306,670 7,686 ― 1,314,356

（注）自己株式（普通株式）の増加7,686株は取締役会決議による自己株式の買付による増加7,500株、単元未

満株式の買取による増加186株であります。

 

前事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式（株） 1,304,644 2,026 ― 1,306,670

（注）自己株式（普通株式）の増加2,026株は取締役会決議による自己株式の買付による増加600株、単元未満

株式の買取による増加1,426株であります。
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(リース取引関係)

 
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高

相当額

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高

相当額

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当

額

 
工具・器具・
備品他

取得価額相当額 82百万円

減価償却累計額
相当額

44

中間期末残高
相当額

38

　

 
工具・器具・
備品他

取得価額相当額 114百万円

減価償却累計額
相当額

58

中間期末残高
相当額

56

　

 
工具・器具・
備品他

取得価額相当額 100百万円

減価償却累計額
相当額

47

期末残高相当額 53

　

取得価額相当額の算定は、有形

固定資産の中間期末残高等に占

める未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、支払利子

込み法によっております。

同左 取得価額相当額の算定は、有形固

定資産の期末残高等に占める未

経過リース料期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法によっ

ております。

２　未経過リース料中間期末残高相

当額等

　　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 15百万円

１年超 22

合計 38

２　未経過リース料中間期末残高相

当額等

　　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 21百万円

１年超 34

合計 56

２　未経過リース料期末残高相当額

等

　　未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 20百万円

１年超 33

合計 53

未経過リース料中間期末残高相

当額の算定は、有形固定資産の

中間期末残高等に占める未経過

リース料中間期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法に

よっております。

同左 未経過リース料期末残高相当額

の算定は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期

末残高の割合が低いため、支払利

子込み法によっております。

３　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 7

３　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 11

３　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失

支払リース料 17百万円

減価償却費相当額 17

４　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によって

おります。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損

失はありませんので、項目等の

記載は省略しております。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左
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(有価証券関係)

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関

連会社株式で時価のあるものはありません。

 

(１株当たり情報)

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第104期(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)平成20年３月28日福岡財務支局

長に提出

 
(2) 自己株券買付状況報告書

平成20年１月15日、平成20年２月15日、平成20年３月14日、平成20年４月14日、平成20年５月15日、

平成20年６月12日、平成20年７月14日、平成20年８月12日、平成20年９月10日福岡財務支局長に提

出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成19年９月13日

　株式会社正興電機製作所

　取　締　役　会　　御中

 

監査法人　トーマツ  

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　久　　留　　和　　夫　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　白　　水　　一　　信　　㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社正興電機製作所の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成19年１月１日から平成19年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監

査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財

務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作

成基準に準拠して、株式会社正興電機製作所及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成20年９月８日

　株式会社正興電機製作所

　取　締　役　会　　御中

 

監査法人　トーマツ  

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　久　　留　　和　　夫　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　白　　水　　一　　信　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社正興電機製作所の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を

行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監

査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財

務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作

成基準に準拠して、株式会社正興電機製作所及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成19年９月13日

　株式会社正興電機製作所

　取　締　役　会　　御中

 

監査法人　トーマツ  

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　久　　留　　和　　夫　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　白　　水　　一　　信　　㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社正興電機製作所の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第104期事業年度の中間会計期間（平成

19年１月１日から平成19年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽

の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対す

る意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社正興電機製作所の平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績の状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成20年９月８日

　株式会社正興電機製作所

　取　締　役　会　　御中

 

監査法人　トーマツ  

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　久　　留　　和　　夫　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　白　　水　　一　　信　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社正興電機製作所の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第105期事業年度の中間会計

期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽

の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対す

る意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社正興電機製作所の平成20年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。
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